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特　別　会　計　名 本年度予算 特　別　会　計　名 本年度予算

特別会計当初予算 当初予算合計 47億7,355万8千円

◆性質別歳出予算
区　　分 予　算　額 構成比

1

2

3

義務的経費1
投資的経費2
その他経費3

◆目的別歳出予算
区　　分 予　算　額 構成比

歳出予算内訳

歳入予算内訳
区　　分 予算額 構成比

依
存
財
源

 円

自
主
財
源

平成27年度 
那賀町当初予算のお知らせ

当初予算合計 97億8,800万円
一般会計当初予算（前年度比 1.92％減）

依存財源 73億6,029万9千円

国・県から交付される財源で、こ
の比率が大きいほど、国や県に依
存している。

75.2%

自主財源 24億2,770万1千円

町税や使用料など、町が自主的に
収入できる財源のこと。 24.8%

44億4,055万9千円
21億173万5千円
32億4,570万6千円

45.4%
21.5%
33.1%

地方交付税
県支出金
地方債
国庫支出金
地方譲与税
地方消費税交付金
自動車取得税交付金
利子割交付金
株式等譲渡所得割交付金
配当割交付金
地方特例交付金
交通安全対策特別交付金
繰入金
市町村税
使用料及び手数料
諸収入
分担金負担金
繰越金
財産収入
寄付金

49億円
8億9,882万7千円
8億4,590万円
5億965万4千円
8,075万1千円
8,811万円

1,107万8千円
184万3千円
1,618万9千円
594万7千円
100万円
100万円

10億2,741万2千円
9億3,468万4千円
2億6,839万5千円
7,230万8千円
1,317万4千円
5,508万6千円
5,663万9千円

3千円

50.1%
9.2%
8.6%
5.2%
0.8%
0.9%
0.1%
0.0%
0.2%
0.1%
0.0%
0.0%
10.5%
9.6%
2.7%
0.7%
0.1%
0.6%
0.6%
0.0%

議 会 費
総 務 費
民 生 費
衛 生 費
労 働 費
農 林 水 産 業 費
商 工 費
土 木 費
消 防 費
教 育 費
災 害 復 旧 費
公 債 費
予 備 費

国民健康保険事業特別会計
国民健康保険診療所事業特別会計
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計
介 護 保 険 事 業 特 別 会 計
簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

集 落 排 水 事 業 特 別 会 計
ケーブルテレビ 事 業 特 別 会 計
財 産 区 事 業 特 別 会 計
町立上那賀病院事業会計（公営企業会計）
工業用水道事業会計（公営企業会計）

公 債 費
人 件 費
扶 助 費
普通建設事業費
災害復旧事業費
物 件 費
繰 出 金
補 助 費 等
積 立 金
貸 付 金
予 備 費
維 持 補 修 費

9,025万9千円
20億985万2千円
16億4,824万1千円
8億6,236万8千円

854万7千円
11億2,203万円
7,294万5千円

8億5,606万1千円
5億3,514万4千円
6億8,895万4千円
2,669万4千円

18億1,830万5千円
4,860万円

18億1,610万5千円
21億6,946万1千円
4億5,499万3千円
20億7,673万5千円

2,500万円
15億8,309万7千円
8億4,700万7千円
6億6,342万円
3,850万2千円

678万円
4,860万円
5,830万円

18.6%
22.2%
4.6%
21.2%
0.2%
16.2%
8.6%
6.8%
0.4%
0.1%
0.5%
0.6%

0.9%
20.5%
16.8%
8.8%
0.1%
11.5%
0.7%
8.8%
5.5%
7.0%
0.3%
18.6%
0.5%

11億9,507万円
4億5,737万9千円
1億6,491万1千円
16億4,198万7千円
3億6,421万2千円

1億3,319万4千円
1億4,069万5千円

44万6千円
6億4,479万円
3,087万4千円
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　平成17年３月に、合併により那賀町が発足して11度目の
予算編成となりました。
　この間、我が国の財政は、巨額の財政赤字と、依然として
高水準にある長期債務残高など、国・地方ともに、極めて厳
しい状況にあります。
　国の経済対策により、景気は回復基調にあるとされてい
るものの、地方において、その回復を実感できるまでには
至っていません。税収の大きな伸びは期待できる状況には
なく、また、少子高齢化の進展等により社会保障関係経費
は増加の一途にあり、厳しい財政運営を余儀なくされてい
ます。
　また、平成27年度の地方財政対策においては、消費税
率の引き上げが平成29年４月に先送りされましたが、法人
実効税率引き下げに伴う法人事業税等への影響、自動車
取得税等の見直しなど、数多くの不確定要素があり、今後
動向を注視していく必要があります。
　国においては、少子高齢化の進展に的確に対応し、人口
の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度
の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保し
て、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくために、
まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的かつ計画的に
実施するとされ、本町でもそうした施策に対応するための体
制づくりを目指しています。

　そうした中、本町の平成27年度の一般会計当初予算
総額は対前年度比で約２％減少の約98億円となり、平
成26年度からの繰越事業費約14億円と合わせて約112
億円の支出規模となります。
　これは、昨年の台風災害に伴う住宅再建特別支援事
業、道整備交付金事業、地方道路整備事業費や社会資
本整備総合交付金事業費、災害復旧費などの事業が繰
り越されたためです。
　合併後、那賀町は今日まで行財政改革と国の有利な
補助制度や交付金制度、起債などを活用し、効率的な財
政運営を行いながら那賀町に必要な事業を予算計上し
執行してきましたが、今後は合併の特例措置の縮小によ
る影響は避けられません。
　そうした状況の中、住民生活の安定に主眼をおいて本
年度予算を編成したものであり、本予算の執行が、地域
の雇用や定住化、少子化対策に寄与することを強く望み
ます。
　町では、たゆまぬ歩みで行財政改革を推進しつつ、「住
む人、来る人に魅力いっぱいのまち」の実現を目指し、今
回、計画期間の延長を行う予定の「那賀町まちづくり計
画」の推進に努めてまいります。
　平成２７年度当初予算における「まちづくりの主要施
策」に対応するための主な事業は、次のとおりです。
　なお、複数の分野にまたがる事業については、主たる分
野に記載しています。

　ガードレールやカーブミラーなど交通安全施設の整備を図るとと
もに、交通安全指導員の配置、中学生への自転車通学用ヘルメット
の配布、高齢者への交通安全教育の推進などにより町民の安全意
識の高揚に努めます。

平成27年度

する影響調査｛新規｝

③木造住宅耐震改修事業及び
　リフォーム改修事業 {一部新規}

　クリーンセンター整備に伴う生活環境影響調査や造成設計
などを行います。

　地域の非常備消防力を向上させるため、消防可搬ポンプ１５台や
小型動力ポンプ積載車５台を各地区に配備するとともに、鷲敷地区
で消防団詰所を新築するほか、消防水利道の整備や、消防資機材
を整備するなど、消防機能の強化を図ります。

　南海・東南海地震に備えた木造住宅の耐震化を図り、地震に強
いまちづくりを推進します。また、老朽化した危険廃屋の解体支援も
実施します。新たに住宅住替え支援事業も行います。

｛新規｝

128

５，６８３千円

６３６，０７７千円

６２，７６３千円

４０，８９６千円

４，４４３千円

７，８９０千円

７，８６８千円

１，３２０千円

２７，８８６千円

６２，２４８千円

２，０００千円

１３，７５０千円
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⑦那賀町消防本部の運営

⑥災害対策事業{一部新規}

④役場庁舎等の耐震改修事業
　（相生、木頭){一部新規}

②下ノ内地区住宅等移転対策事業

①あすなろ作業所運営支援事業
　｛拡大｝

②認定こども園への移行｛新規｝

④子育て支援センター運営事業
　｛新規｝

⑦保育料の軽減、多子軽減｛拡大｝

⑨ファミリーサポートセンター
　運営事業｛新規｝

高齢者施設等の修繕

　平成２４年度には那賀町上流地区（上那賀、木沢、木頭）における
救急体制充実のため、平谷地区に拠点となる「海部消防組合那賀
町上流支署」を設置し、救急業務を開始しました。
　平成２６年度からは、消防本部を海部消防組合から独立させ、那
賀町消防本部を設置しました。その機能を十分に発揮させるため、
水槽付消防ポンプ自動車の整備や、消防・救急デジタル無線の新設
工事などを実施します。

　発生が予想される、地震や豪雨災害等に対応するため、食料等を
備蓄するとともに、ヘリポートの整備のための用地取得等を行います。

　上那賀地区の下ノ内地区で行っている住宅等移転対策事業に
ついて、移転対策工事など、県のかさ上げ事業の加速化に向けて町
として必要な事業の推進に努めます。

　町営住宅の維持修繕工事を行い、居住環境の改善・充実に努め
ます。

　各種検診を実施するとともに、健康教室や健康相談を充実し、町
民の健康づくりに努めます。

　定期予防接種、インフルエンザ予防接種、ヒブワクチン及び小児
用肺炎球菌ワクチンに加え、大人の風しん予防接種事業などの接
種を行い、疾病予防に備えます。

　医師住宅の改修など医療体制を充実するために、本町に赴任し
た医師が働きやすい環境づくりと医師の確保対策に取り組みます。

　小規模作業所あすなろ作業所の運営の支援拡充やグループホー
ムの支援を拡充するとともに、障がい者団体への支援を行い、障が
いのある方の生きがいと社会参加を促進します。

　敬老会の開催や８０歳以上の方への敬老祝金の支給などを行い
ます。また各種の趣味講座等を開催し、高齢者の生きがいと健康づ
くりに努めます。

　緊急通報サービスや郵便局、新聞配達所などと提携し、一人暮ら
し高齢者の生活状況の把握と支援を行います。

　鷲敷デイサービスセンターの修繕をおこない、サービスの充実を
図ります。

　小学校卒業までのこども、乳幼児を対象に医療費助成の現物給
付を行い、子育てのしやすい環境の整備に努めます。

　就学前の子どもに対する教育及び保育や保護者に対する子育て
支援の総合的な提供を推進するため、従来の保育園や幼稚園を
「幼保連携型認定こども園」及び「保育所型認定こども園」に移行し
ます。

　本年度、本格的に開始する子育て支援センターにより、保護者の
幅広いニーズに対応した保育サービスを提供します。

　鷲敷小学校、相生小学校及び桜谷小学校において、地域の方々
の参画を得て、安全・安心な子どもの活動拠点を設けます。

　平成２２年度から幼稚園、保育園における保育料を平均１５％軽
減していますが、今年度は保育料の軽減を見直すとともに、多子軽
減を拡充して第三子以降の保育料を無料にするなど、子育てのため
の経済支援を拡大します。

　児童の預かりの援助を受けることを希望する者と当該援助を行う
ことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う非営
利法人への委託事業により、子育て支援を図ります。

遊具の修繕

児童手当や子育て世帯臨時特例給付金を支給します。

②障がい者虐待防止事業
　障がい者の虐待の発生を防止するため、障がい者虐待防止セン
ター等を通じた取り組みを行います。

障がい者福祉の充実

災害時の拠点となる役場や支所の耐震改修事業を順次行っており、現
在建築中の相生庁舎の付帯工事や備品の整備を行うとともに、今年度
は、木頭支所庁舎の設計や用地の購入を行います。

①医師確保対策事業｛新規｝

３８０，１８９千円

１９，７００千円

１，５００千円

２６，００３千円

１６，３７１千円

３，６００千円

１２，９９０千円

１３，３１１千円

２１，８７１千円

３００千円

７８，７０８千円

１０，０００千円

２３，０００千円

９，８０８千円

３，８００千円

１７，０００千円

７，５６８千円

９，６８２千円

１２，７３４千円

１１２，２００千円

８，０１４千円

３３６，５６２千円

２，３４８千円

７００千円

６００千円

９，９８７千円
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　町内各地区のまちづくり協議会の取り組みの支援や、コミュニティ
助成事業、コミュニティーセンター用地造成測量設計などに取り組
みます。

　推進団体への支援や体験ツアーの開催や空き家情報の発信等を
行い、都市からの移住や都市との交流を促進します。

⑥ふるさと会運営支援事業

　平成２５年度から開始した事業。都市部から募集して、町が任命
した地域おこし協力隊員が、町と地域の間に立って、各地域の課題に
対応したり、地域の活性化を図ります。今年度は隊員を大幅に増員し
ます。

　那賀町の単身者の結婚への活動を支援する「縁むすびの会」に対
して、財政支援のみならず、職員が事務局となり、その運営や活動を
手助けします。同会は、すでに多くの実績を残しています。

　緊急・災害時の連絡手段の拡充を図るとともに、地域間情報通信
格差の是正を図るために整備した移動通信鉄塔を通じて、町内の移
動通信機器の利用者が安定的な通信が保持できるよう町が所有す
る光伝送路の適切な管理を行います。

　近畿や関東で設立した、那賀町出身者でつくるふるさと会の運営
を支援し、会員との交流を図り、那賀町の活性化を図ります。

⑦縁むすびの会運営支援事業

　移動通信用鉄塔施設管理事業

②文化財の保護及び文化活動団体
　支援事業
　農村舞台など各種文化財の保護を行うとともに、農村舞台音楽公
演への支援や各地の農村舞台での人形浄瑠璃公演開催を支援、伝
統芸能の保存・継承を促進するため、各種団体への支援を行います。 

④阿南・那賀・美波定住自立圏事業

⑤地域おこし協力隊の設置および
　運営事業｛拡大｝

　平成２３年３月２４日に阿南市と締結した定住自立圏の形成に関
する協定や、同じく阿南市と同協定を締結した美波町を合わせた３
市町で策定した定住自立圏共生ビジョンに基づき次のような事業を
行います。　　　　　
　・広域観光ＰＲ事業
　・広域での企業の事業継続計画の策定
　・保育所の広域的な相互利用
　・図書館の蔵書の充実
　・火葬場使用料軽減事業など

③「もんてこい丹生谷」運営委員会事業
　都市在住の那賀町出身者と町民との交流会を開催し、「ふるさと」
とのふれあいを深めることにより町の後継者の確保と都市からの移
住を促進します。

　スポーツの振興を図るため、野外活動センター、各地区の体育館、
グラウンドなどの町有体育施設の修繕など行い、体育施設を適切に
管理運営するとともに、各種スポーツ団体の活動を支援します。

　生涯にわたる学習を支援し、文化活動の活性化や地域リーダーの
育成を図るため、町内各地区において、各種講座を開催するとともに、
青年団、婦人会などの団体の活動を助成します。那賀文芸発行に対
する支援も行います。

　各小中学校の校舎等の修繕や空調設備工事を行い、安全で安心
な教育環境を整えます。今年度は、平谷小学校の修繕、木頭小中学
校への空調設備の設置など実施します。

　那賀町唯一の高校である、県立那賀高校の教育の振興を図るた
め、教育振興に関する財政支援のほか、奨学金の支給、通学費の支
援、町が建築した那賀菊寮の運営支援など、手厚い支援策により、
那賀高校のレベルアップを目指します。

　町内の小中学校が実施する、那賀町を知り、那賀町を愛する教育
への支援を行います。

　保護者の負担を軽減するため、平成２６年４月に改定された消費
税による個人負担の増加分を町が負担します。中学生で月額約１５
０円の軽減になります。

③那賀高校支援事業

④ふるさと学習（総合学習）事業  

⑤学校給食費の負担軽減{新規}
②特色ある学校づくり事業
　（中学生交流事業）

①移住交流支援センター事業｛拡大｝

①地域コミュニティ活性化事業｛一部新規｝

　「エキサイティングサマーインわじき」や「木頭杉一本乗り大会」
等のイベントや各地区の夏祭りなどの開催を支援し、「にぎわう
那賀町づくり」を促進します。

８，３６３千円

２，７００千円

６３，８３３千円

１９，３２４千円

１０，５３６千円

２５９千円

１，０００千円

１，８００千円

２５，８３２千円

４８，１９３千円

５５，７６７千円

６９０千円

５００千円

６２５千円

１１，３１０千円

７０，０３０千円

２２，７１８千円

６，４３０千円

１，０７３千円

４，１６９千円

３，５００千円

７，６７０千円



7 広報なか

　農業生産物の種苗代等の補助や、特産物流対策費補助、主産地
拡大対策費補助、その他各種農業団体等への活動費補助などを通
じて農業の振興と活性化を図ります。
　また、農業協同組合と協調して、農業従事者を増やすため、農業版
ハローワーク事業である農作業支援事業に取り組みます。

⑪新規就農総合支援事業青年就農給付金の交付
　若手の新規就農者に対しての支援を行います。

　森林管理受託センター準備室の運営を行い、那賀町に適合した
林業モデルの模索に取り組みます。

　森林管理受託センターでは、林家からの委託により林業施業を実
施し、林家への利益還元の向上を目指すこととしているが、今年度設
置する準備室においても、林業施業を実施することにより、事業実施
上の課題等について検討し、同センターの円滑な運営を目指すことと
しています。

　山地災害や河川への土砂流出を防ぐため、各地域において治山
事業を進めます。

　徳島県南部総合県民局と協調して南部の地域ブランドの確立や、
交流人口の増加を図るため、全国丼サミットの開催や登山道整備
などに取り組みます。
    

⑤県単治山事業

⑧森林管理受託センター準備室
　運営事業｛継続｝

④農山漁村活性化プロジェクト
　支援交付金事業

⑨森林管理受託センター準備室に
　よる林業施業実施｛継続｝

　商工会の運営、商工業者の経営改善資金の利子補給、街路灯維
持費などへの補助を通じて商工会の活動を支援、商工業の活性化
を図ります。また、「ナカ宅配サービス」による買い物弱者対策や「ナカ
のコンシェルジュ事業」にも取り組みます。

　厳しい雇用情勢に対処するための緊急雇用創出事業や観光施設
への観光情報提供・人材育成管理委託事業を実施し、観光案内や
情報を発信したり観光施設の経営や管理に関する人材を育成します。

③林業振興・活性化事業｛一部新規｝
　間伐材の搬出補助に加えて主伐事業補助制度を創設、林業従事
者の人材育成、町産木材を利用した木造住宅建築補助、林業研究
会等への活動補助等を通じ、林業振興と活性化を支援します。また、
住家等に対する危険木の伐採についても補助制度を創設します。

②地域雇用創出特別交付金事業
　{一部新規}

平成27年度予算にかかる地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる
社会保障施策に要する経費　　　　

　平成２６年４月１日からの
消費税の引き上げに伴い、
本町の歳入である地方消費
税交付金も交付率が１％か
ら１．７％へと引き上げられま
した。
　このうち０．７％の引き上
げ分（社会保障財源化分）に
ついては、町が行う社会保障
施策経費に充てることとされ
ており、右記の社会保障施
策に要する経費に使わせて
頂きますのでお知らせします。
　なお、地方消費税交付金
の引上げ分の各施策への充
当方法は、社会保障施策経
費の一般財源総額に対する
各施策経費の一般財源の割
合により按分して算出してい
ます。

地方消費税交付金（社会保障財源化分）
社会保障施策経費（総額）

１２，１２２千円
９０７，２１５千円

歳入
歳出

（単位：千円）

１１，３７７千円

２，２５０千円 ８１，５１９千円

１０９，８１２千円

３８４，９３９千円

１８,１２３千円

２，５８９千円

１２８，０６７千円

１，７６４千円

７００千円

４１，０８５千円

１１，７５０千円

８，５４７千円

１５１，１８３千円

事業名 予算額
財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源
国・県
支出金 地方債 その他 うち地方消費税交付金

（社会保障財源化分）

社
会
福
祉

高齢者福祉事業 41,524 2,990 38,534

1,734障害者福祉事業 194,360 145,620 48,740
社 会 福 祉 事 業 40,200 20,100 20,100
母 子 福 祉 事 業 36,671 14,276 22,395

社
会
保
険

介 護 保 険 事 業 232,448 232,448
7,567国民健康保険事業 147,199 27,637 119,562

高齢者医療事業 268,276 53,954 214,322

保
健
衛
生

病 院 事 業 179,070 179,070

2,821疾病予防対策事業 22,131 22,131
医療提供体制確保事業 6,300 5,900 400
成 人 保 健 事 業 12,990 1,600 1,877 9,513
合　　　計 1,181,169 263,187 5,900 4,867 907,215 12,122
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